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顧客関係性の構築要因に関する研究
一顧客別利益と顧客関連の非財務尺度との関係-
青　木　章　通
論　説
はじめに
多くの管理会計文献および管理会計実務において,顧客との関係性を構築す
ることの重要性が認識されている｡たとえば, BSCおよび戦略マップにおい
ても顧客の視点が設定されており,顧客に関する戦略目標ないし戦略テーマを
達成することが財務の視点で設定された戦略目標の実現を促すことが主張され
ている｡しかし,顧客関係性に関する管理会計研究は顧客別収益性分析など一
部の領域に限定されており,十分な研究の蓄積がなされているとは言えない｡
顧客に関連する非財務指標の有用性,顧客別収益性分析の方法及びその問題
点などについては一定の研究の蓄積がなされている｡しかし,顧客(セグメン
ト)別利益といった顧客に関連する財務的尺度と顧客に関連する非財務尺度と
の使われ方の違いや両者が重視される条件については明らかになっていない｡
本論文は,以上の問題意識のもと,日本の上場企業における顧客別収益性情報
と顧客に関連する非財務尺度の使われ方について検証を行う｡
本論文の構成は,以下の通りである｡まず,顧客に関連する財務的尺度およ
び非財務尺度について先行文献の検証を行い,これまでの先行文献において明
らかになっていない点を明らかにする｡次に顧客に関連する会計情報に関する
仮説を提示し,この仮説について統計的な検定を実施する｡最後にその分析結
果について考察し,今後の課題を述べる｡
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1.先行文献の整理
本節では顧客に関連する会計情報を財務的尺度と非財務尺度とに分類し,そ
れぞれについて先行文献の整理を行う｡
(1)顧客別収益性分析に関する先行文献
顧客に関連する財務尺度は,当該顧客からもたらされた利益(顧客別利益)
を算定することによって把握可能である｡顧客もしくは顧客層別の利益の算定
はセグメント会計の一形態であり,多くの企業で顧客別収益性分析として実施
されている｡顧客別収益性分析は, Sevin (1965)などによって主張されたマー
ケテイング分野のセグメント分析に起源を有しており,取引関係を数値化し,
理解する(BellisJones, 1989)という目的で誕生した｡顧客別収益性分析を実施
することによって,その顧客もしくは顧客別セグメントから一定期間にどの程
度の利益を獲得することができたかという財務的な数値を入手できる｡また,
顧客別収益性分析を実施する際には,クジラ曲線(Kaplan, 1989a, b)や累積的
販売貢献分析(Bellis-Jones, 1989)などを作成して分析対象企業の顧客プロ
フィールを明らかにすることが多い1｡
管理会計分野で主として研究対象となってきたのは,顧客別収益性分析のコ
スト面である｡ 1990年代以降,多くの文献(Foster etal., 1996; Smithand Dikolli,
1995; Kaplan and Cooper, 1998; Kaplan and Narayanan, 2001; Kaplan and Anderson,
2007)において,顧客別コストの算定の精教化を図るために顧客別収益性分析
にABC/ABMを採用すべきことが主張され,主として収益性の低い顧客の発
見およびその対処に役立ってきた｡
顧客別コスト計算の正確性を追求すると同時に,その目的についても議論が
なされた｡たとえば,田中(1995)は,顧客別収益性分･折は実績分析情報とし
てではなく意思決定情報として用いるべきであると主張した｡しかし同時に,
1クジラ曲線や,累積的販売貢献分析については,青木(2010)を参照されたい｡
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顧客別収益性分析の計算構造は事後的な評価のための枠組みにすぎず,ある期
間の収益性は他の期間の収益性を反映しない(伊藤, 1996; Epstein, 2009)との指
摘もなされている｡この欠点を補うために長期間にわたる顧客別収益性の測定
が主張されているが(Foster et alリ1996),その枠組みは必ずしも明らかになっ
ていない｡
また,顧客別収益性分析の計算構造については一定の蓄積がなされている
が,顧客別収益性分析が有効に機能するための条件について検討した論文は少
ない｡たとえば, KaplanandNorton (2004)は,カスタマー･インティマシー
戦略を採用すべき企業においては,価値提案を実行すべき際に顧客(セグメン
ト)別利益の額と顧客に関する非財務指標を戦略目標の尺度として利用するこ
とを提案している｡また, Guilding弧dMcManus (2002)は,市場志向の企業
において,顧客会計(customerAccoun血g)の利用率,有用度が高くなること
を明らかにしたが,中程度の競争環境において顧客会計の利用率,有用度が高
くなるという仮説を採択することはできなかった｡
(2)顧客に関する非財務尺度に関する研究
次に,顧客に関連する非財務尺度に関する先行文献を整理する｡ Guptaand
Zei血aml (2006)によれば,顧客関連の非財務尺度は知覚的尺度と行動的尺度
とに分類可能であるという(図表1を参照)｡
図表1 :顧客に関連する知覚的尺度と行動的尺度
知覚的尺度 唸ﾍｨｷ,ﾉ&ﾘｦ亊i+x.倆ｩ7ｉ~ｨ5Hｸ7(5鰻俯       
･顧客の態度に関連する尺度(例:顧客満足) 
･顧客の行動の意図に関連する尺度(例:ロイヤルティ,再購買意 
忠) 
行動的尺度 唸ﾍｨｷ,ﾈﾗ9:亊i+x.倆ｩ7ｈﾍｨｷ査鰮zbﾈ4ﾘ5ｨ8ｲﾈ4X4ﾈ62        
トシェアなど) 
顧客に関する知覚的尺度とは,顧客の知覚,態度,そして行動の意図に関す
る尺度であり,定量的に測定することが困難な尺度である｡知覚的尺度は顧客
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の行動を引き起こすドライバーであり,代理変数を用いて測定する｡たとえ
ば,顧客満足度は典型的な知覚的尺度であるが,満足度そのものを直接的に測
定することは困錐である｡また,顧客満足度と財務業績との関係は一棟ではな
い｡顧客満足度の向上は企業の財務業績に正の影響を及ぼすとの研究成果が報
告されている一方で(Andersonand Mittal, 2000; Anderson etal., 2004; Rucci etal.,
1998),顧客満足は財務業績向上要因の一部にすぎないとの主張もある(Ither
andLarker, 1998; Kamalturaetalリ2002;松岡, 2006)｡また,顧客ロイヤルティと顧
客満足とは両方ともに知覚的尺度であるが, Reichheld (1996)および松岡
(2006)によると両者の間には強い相関があるという｡
行動的尺度は顧客が実際に行った行動に関連する尺度であり,代理変数を使
わずに測定可能な尺度である｡行動的尺度は,多くの文献で紹介される顧客生
涯価値の構成要素でもある｡行動的尺度と財務業績との関係を検証した文献は
少ないが, Reichheld and Sasser (1990)およびGupta et al. (2004)は顧客維持
率の向上は財務業績の向上をもたらすことを明らかにしている｡また,高橋,
椎葉,佐々木(2010a, 2010b)およびGosman et al. (2004)は,主要顧客を保有
の有無が財務業績にもたらす影響を検証している｡
顧客に関する知覚的尺度と行動的尺度との関係について検討した論文として
は, Ittner and Larker (1998)がある｡彼らによると,顧客満足度がある点を
超えると,顧客維持率の上昇は鈍くなるという｡
(3)先行文献から明らかになった問題点
先行文献の検証から明らかになった問題点は2点ある｡第1に,顧客別収益
性の数値と顧客に関連する非財務尺度とがどのような環境において重視されて
いるかが明らかでない｡一般に,顧客に関連する尺度の重視度は,その企業が
直面している環境によって異なる可能性がある｡しかし,多くの文献では,ど
のような事業環境を前操として調査を実施しているか明らかでない｡
第2に,顧客に関連する財務尺度と顧客関連の非財務尺度は個別に検証され
ており,両者の併用状況やその使われ方の違いが明らかにされていない｡本研
顧客関係性の構築要因に関する研究　　83
究は以上の問題意識に依拠して,質問票調査に基づく統計的な検定及び考察を
行っている｡
2.リサーチデザイン
(1)仮説の策定
本研究の目的は, 2つある｡第1に,顧客に関連する財務尺度もしくは非財
務的尺度がどのような環境で重視されているのかを検証することである｡第2
の目的は,両者は併用して用いられる傾向があるのか,もしくはいずれかが重
視される傾向があるのかを明らかにすることである｡この2点の問題意識に基
づき, 3つの仮説を策定して質問票調査に基づく統計的な検証を行った｡
Hl :顧客との長期的な関係を構築することが顧客の採算性を向上させるとい
う意思を強く有している企業の方が,顧客別の収益性を詳細に測定している｡
H2 :顧客との長期的な関係を構築することが顧客の採算性を向上させるとい
う意思を強く有している企業の方が,顧客に関連する非財務尺度を重視してい
る｡
H3 :顧客に関する非財務尺度を重視している企業の方が,顧客別の収益性を
詳細に測定している｡
まず,顧客に関する財務尺度と非財務尺度が重視される環境として,質問票
中の｢貴社では,顧客との長期的な関係の構築と顧客の採算性にはどのような
相関があるとお考えでしょうか｣という問いに対する回答を使用した｡一般的
に,顧客との長期的な関係を構築することが顧客の採算性を上昇させると考え
られる環境においてこそ,顧客に関連する尺度が重視されるはずである｡ま
た,顧客に関連する財務尺度の重視度を表す代理尺度として,顧客別利益の算
定の詳細さに対する回答を用いた｡
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(2)質問票の概要
本研究の質問調査は,グローバルCOE研究｢市場の高質化と市場インフラ
の総合的設計｣の2009年度調査のデータに基づいている｡本調査は2009年9
月30日の状況について実施した｡質問票の送付対象者は,東証一部,二部上
場企業(ただし金融業を除く)の経理部門もしくは財務部門の責任者である｡質
問票の送付件数は2,035通であり,回収総数は204社(一部上場企業171社,二
部上場企業33社)であり,回収率は10.0% (204社/2,035社)であった｡業種
ごとの回収率は,図表2の通りである｡
図表2 :回答企業の状況
業種 弌B回収率 ₦   
水産ー農林業 0.5%   
建設業 b7.8%   
製造業食料品 26.4%   
製造業繊維製品 迭2.5%  
製造業パルプ.舵 1.5%   
製造業化学 b7.8%   
製造業石油.石炭製品 0.5%   
製造業ゴム製品 1.0%   
製造業鉄鋼 1.0%   
製造業非鉄製品 釘2.0%  
製造用金属製品 湯4.4%  
製造業機械 R7.4%   
電気機器 2ll.3%   
輸送用機器 1.5%   
製造業その他 迭2.5%  
電気.ガス業 0.5%   
運輸.情報通信業陸運業 釘2.0%  
運輸.情報通信業海運業 1.5%   
運輸.情報通信業空運業 0.5%   
運輸.情報通信業倉庫.運輸関連業 澱2.9%  
運輸.情報通信業情報.通信業 R7.4%   
商業卸売業 b12.7%   
商業小売業 10.3%    
不動産業 釘2.0%  
サービス業 迭2.5%  
204 RR    
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3.調査の結果
本論文における分析に使用した質問の記述統計量は,以下の通りである｡ま
ず,顧客別･顧客セグメント別の収益･費用の把握状況は図表3の通りであっ
た｡有効回答数は, 203社であった｡有効回答数の37.4%の回答者が,売上
高,売上原価だけでなく直接費,間接費も含めて顧客別の利益別計算を行って
いる｡次に多かったのが売上高と売上原価とを把握している企業(25.6%)で
あった｡また,売上高,直接費および間接費を把握している企業が19.2%あ
り,売上に何らかの費用を跡付けて収益性を測定している企業は回答企業の
82.2%となった｡
顧客との長期的な関係と採算性に関する質問に対する回答は図表4の通りで
ある｡回答は｢1 (負の相関がある)｣から｢7 (正の相関がある)｣までの7点の
リッカートスケールである｡有効回答数の過半数が,顧客との長期的な関係と
採算性との間には正の関係があると回答しており,平均値は5.4であった｡ま
た,回答企業の43.8%が6に回答しており,顧客との関係性の構築が長期的
に利益をもたらすという認識は多くの企業で共有されていることが明らかに
なった｡
重要な事業部門の業績評価の際に重視する指標のうち,顧客に関連する非財
務尺度の重視度を示したのが図表5である｡回答は｢1 (全く重視しない)｣か
ら｢6(きわめて重視する)｣までの6点のリッカートスケールである｡顧客に
関連する非財務尺度の重視度の平均値は4.17であり,この数値は財務業績指
標に次いで高く,非財務尺度のなかでは最も高い数値である(図表6を参照)｡
このことから,顧客に関する非財務尺度は他の種類の非財務尺度と比較しても
非常に重視されていることが明らかになった｡
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図表3 :顧客別･顧客セグメント別の収益･費用の把握状況
度数 ｸ5ｨ986r    
把握していない 免ﾂ5.4  
売上高のみ R12.3   
売上高と売上原価を把握している 鉄"25.6  
売上高,売上原価,直接費を把握している 19.2   
売上高,売上原価,直接費,間接費を把握している 都b37.4  
合計 2100.0    
図表4 :顧客との長期的な関係と採算性との関係
度数 ｸ5ｨ986r    
1 1.0   
2 釘2.0  
3 免ﾂ5.4  
4 9.4   
5 鼎24.1  
6 塔43.8  
7 14.3   
合計 2100.0    
平均値　　　　　　　　　　　　　5. 4
標準偏差　　　　　　　　　　1.2
図表5 :重要な事業部門の評価に際して重視する尺度
度数 冲ﾈﾏｸ5ｨ986r    
1 0.5   
2 R7.4   
3 18.7   
4 田R32.0  
5 田231.0  
6 10.3    
合計 2100.0    
平均値　　　　　　　　　　　　4. 17
標準偏差　　　　　　　　　　1. ll
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図表6 :重要な事業部門の業績評価の際に重視する指標
有効回答数 兌ﾘｼﾂ標準偏差   
財務業績指標 B5.08 B      
顧客に関する指標 24.17 貳ﾂ     
業務に関する指標 "4.03 R      
新製品.研究開発に関する指標 B3.60 "      
従業員に関する指標 23.76 r      
次に,顧客との長期的な関係を構築することが顧客の採算性を向上させると
いう意思を強く有している企業の方が,顧客別の収益性を詳細に測定している
という仮説(Hl)については,顧客別利益の測定の詳細度別に非財務尺度の
重要度の値を集計し,それぞれの平均値に違いが生じているかを明らかにする
一元配置の分散分析を行った｡分析にあたり,顧客別の利益を把握していない
と回答した企業(11社)と売上高のみ把握していると回答した企業(25社)は
同一のグループ(把握していない,もしくは売上のみ把握している)にまとめた｡
なぜなら,両者はいずれも,費用を顧客別に集計していないからである｡分散
分析の結果は,図表7の通りである｡
図表7 :仮説Hlの分散分析の結果
回答 ｨﾝx+2平均値 B標準偏差 ｸｸ7b(h匯&ﾂ平均の 標準偏差           
1 僥8簡+X,H*(,"ﾈ.+X*ﾘ,ﾙHH2ﾘ(,ﾈ-ﾒ5.417 b1.156 迭經#"0.193         
2 僣H8ﾘ(,iHH8ﾋH廁/F8簡+X,H*".5.673 鉄"0.964 迭縱0.134         
3 僣H8ﾘ"ﾉHH8ﾋH幵ﾉ+ﾉｩNF2;8+X,H*(.5.385 1.290 迭緜0.207             
4 僣H8ﾘ"ﾉHH8ﾋH幵ﾉ+ﾉｩNｭBｩNF8簡+X,H*(.5.267 都R1.359 迭紊S0.157            
合計 迭紊#202 #5.591 ッ         
等分散性の検定
Levene統計量 俾冰)7自由度2 冲ﾈｦﾙzb    
2.384 198 s      
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分散分析
平方和 俾冰)7平均平方 琶&ﾂ有意確率   
グループ間 迭C23 縱B1.154 #        
グループ内 ?釘???98 ?紊コ?
合計 湯32201    
分散分析の結果は有意確率は0.328であり,帰無仮説は棄却できなかった｡
すなわち,グループ間において非財務尺度の重視度に有意な違いを見出すこと
はできなかった｡各グループの平均値はいずれも高いので,顧客別利益の算定
の詳細さにかかわらず,各グループ内の企業は顧客との長期的な関係を構築す
ることが顧客の採算性を向上させるという意思を強く有していると考えている
ようである｡
次に,顧客との長期的な関係を構築することが顧客の採算性を向上させると
いう意思を強く有している企業の方が,顧客に関連する非財務尺度を重視して
いるという仮説(H2)について, Speamanの順位相関係数を用いた検定を
行った｡その結果は,図表8の通りである｡
図表8 : Speamanの順位相関係数
顧客との長期的 俥kｼhﾈ轌Ur顧客に関する拍 仂ik,亊h+x.倡r新製品.研究開 偖ﾘｼh醜,亊h+x.       
な関係と採算性 剳W 儷r発に関する指標 倡x+  
顧客との長期的な関係と採算性相関係数 #20.195日 竕L3R-0.024 蔦3b0.015             
有意確率(両側) .005 纉C"0.736 緜B0.834       
N 03 "201 2202        
財務業拭指標相関係数 1.000 204 #8B0.195‥ S2r0.089         
有意確率(両側) 剴0.(カ5 #0.204         
N 剴#2202 B203      
顧客に関する指標相関係数  #20.464日 sXB0.415‥             
有意確率(両側) 劔0.000 0.000      
N 劔202 2203    
業務に関する指標相関係数  1.000 202 紊B0.567日        
有意確率(両側) 劔竕{0.(料)    
N 劔"202    
新製品.研究開発に関する指標相関係数 有意確率(両側) N   竕{0.429‥ 0.000      
従業員に関する指標相関係数 有意確率(両側) N   1.000    
=:1%水準で有意(両側), * :5%水準で有意(両側)
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図表8から功らかなように,顧客との長期的な関係を構築することが収益性
を向上させることにつながるという回答と,顧客に関する非財務尺度の重視度
との間には相関関係を見出すことができなかった(有意確率0.942)｡なお,こ
の回答は業務に関する尺度,新製品･研究開発に関する尺度,従業員に関する
尺度についても同様である｡財務業績指標のみ顧客別利益の詳細さの程度との
相関関係を見出すことができるという結果になった｡したがって,仮説2につ
いても想定していた結果を見出すことはできなかった｡
最後に,顧客に関する非財務尺度を重視している企業の方が,顧客別の収益
性を詳細に測定している(H3)という仮説に基づき,仮説1と同様に一元配
置の分散分析を実施した｡その結果は,図表9の通りである｡
国表9 :仮説H3の分散分析の結果
回答 ｨﾝx+2平均値 B標準偏差 ｸｸ7b(h甸平均の 標準誤差           
1 僥8簡+X,H*(,"ﾈ.+X*ﾘ,ﾙHH8ﾘ",ﾈ-ﾒ3.861 b1.246 釘0.208            
2 僣H8ﾘ(,iHH8ﾋH廁/F8簡+X,H*(.3.904 鉄"1.015 纉b0.141         
3 僣H8ﾘ"ﾉHH8ﾋH幵ﾉ+ﾉｩNF8環+X,H*(.4.282 1.146 釘紊r0.183            
4 僣H8ﾘ"ﾉHH8ﾋH幵ﾉ+ﾉｩNｭI｢NF8簡+X,H*(.4.187 都R1.205 釘迭0.139             
合計 釘sB202 S4.169 "        
等分散性の検定
kVene 統計量 俾冰)7自由度2 冲ﾈｦﾙzb    
間4(1)財務業績指標 c3 湯0.776      
間4(1)顧客に関する指標 紊CB3 唐0.065     
間4(1)業務に関する指標 sR3 途0.252      
間4(1)従業員に関する指標 經S"3 唐0.202     
分散分析
90　　会計学研究第38号
間4(1)顧客に関する指標 ｸｸ7hｭB16.266 5.422 釘緜C0.004**         
グループ内 ?3?3C2?98 ??c? ?
合計 Cr緜201       
間4(1)業務に関する指標 ｸｸ7hｭBll.300 3.767 纉S0.034*          
グループ内 S經sb197 sr        
合計 c"繝sb200      
間4(1)従業員に関する指標 ｸｸ7hｭB3.488 1.163 繝S"0.467         
グループ内 ?s??R?98 ??cB??
合計 s2緜#B201      
**<5%, *<1%
結果を比較するため,顧客に関連する非財務尺度以外の非財務尺度について
も同様の分析を実施した｡その結果,顧客に関する指標については有意とな
り,顧客に関する非財務尺度を重視している企業の方が,顧客別の収益性を詳
細に測定していることが明らかになった｡また,どのグループ間で違いが生じ
ているかを明らかにするために,顧客に関する指標についてBonierroniの多
重比較を行った(図表10)｡その結果, 1と4, 2と4のグループにおいて差が
生じていることが明らかになった｡少なくとも,顧客別利益を売上高と売上原
価,直接費,間接費まで含めて詳細に算定を行っている企業は,売上高のみ把
握している企業(グループ1)や売上高と売上原価のみ把握している企業(グ
ループ2)と比較して顧客に関連している非財務尺度を重視しているというこ
とが明らかになった｡
図表10 : Bonferroniの多重比較
多重比較
顧客に関する指標
Bonferroni
(I)詳細さ ｨﾝx+2平均値の 差(Ⅰ｣) 儷xﾎｸﾛr有意確率 涛RYﾙxｨｾhｭB       
下限 8ﾌ   
1 把握していない,もしくは売上高 のみ把撞している -0.071 3B1.000 蔦緜迭0.554        
3 蔦#0.250 -0.986 CR            
4 蔦緜s20.219 R｢-1.257 蔦ヲ         
2 売上高および売上原価 0.071 3B1.000 蔦經SB0.695        
3 蔦S0.229 -0.860 c             
4 蔦緜20.195 B｢-1.123 蔦           
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3 売上高,売上原価および直接費 0.321 S1.000 蔦CR0.986          
2 S0.229 -0.360 繝c            
4 蔦S20.213 經湯-0.922 b         
4 売上高,売上原価,直接費および 間接費 0.673 0.015' ヲ1.257          
2 緜20.195 H0.083 #2           
3 S20.213 經湯-0.216 纉#"       
*.平均の差は0.05水準で有意です｡
4.考察と今後の課題
本節では今回の結果をまとめ,本研究の課題について述べる｡まず,記述統
計の結果からは,上場企業の多くにおいて,顧客(セグメント)の採算性の算
定が詳細に行われていることが明らかになった｡顧客別収益性の数値は業種を
問わず日本の多くの上場企業で利用され,重視されていた｡また,回答企業の
多くにおいて,顧客に関する非財務尺度は主要事業部門の業績評価指標として
他の種類の非財務尺度よりも重視されていた｡さらに,顧客に関連する非財務
尺度は財務数値との結びつきが他の非財務尺度よりも強いと認識されているこ
とも明らかになった｡以上の記述統計の結果から,顧客に関連する非財務尺度
が非常に重要な尺度であり,今後も研究を進めるべき領域であるように思われ
る｡
しかし,本研究においても,顧客に関連する財務尺度および非財務尺度が有
効に機能する事業環境,重視される事業環境を重視することはできなかった｡
顧客との長期的な関係を構築することが顧客の採算性を向上させると強く認識
している企業の方が,顧客に関する様々な尺度を重視しているという仮説を策
定したが,この仮説を支持する結果を得ることはできなかった｡記述統計の結
果と併せて考えると,顧客に関する尺度が重要であることが多くの企業で共有
されているため,その利用度,重視度に大きな差が生じなかった可能性があ
る｡また,顧客との長期的な関係を構築することが顧客の採算性を向上させる
と強く認識している企業は,顧客別収益性の数値ないし顧客に関連する非財務
尺度だけでなく,それ以外の情報を重視した経営を行っている可能性もある｡
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この点については,業種別に更なる分析が必要であろう｡
顧客別収益性の数値と顧客に関連する非財務尺度の併用状況については,顧
客の採算性の算定を詳細に実施している企業の方が,顧客に関する非財務尺度
を重視しているという結果が一部支持された｡すなわち,両者が用いられる場
合には,いずれかが重視されるよりも両者が併用されて用いられる可能性が高
いといえる｡この点についても,今後はその具体的な用いられ方についての検
証が必要となろう｡
最後に,本研究の課題についても述べておきたい｡まず,本調査において
は,顧客に関連する非財務尺度が個別に特定されていない｡今後は,個別の非
財務尺度に焦点を絞り,どの尺度が重視され,どの尺度が重視されていないか
個別に精査する必要があるだろう｡
また,本研究では顧客セグメントの定義,セグメント自体の詳細さが明確で
ないという問題がある｡本研究は,どのような顧客セグメントが用いられてい
るかを調査したのではなく,顧客別利益の計算構造に主眼を向けた分･析となっ
ている｡
また,顧客との長期的な関係を構築することが顧客の採算性を向上させると
いう意思が何によって規定されているか明らかになっていない｡これらの課題
が今回の結果に影響を及ぼした可能性を指摘することができるが,この点につ
いては稿を改めて検討することとしたい｡
(付記)本論文は,慶癒義塾大学グローバルCOE ｢市場の高質化と市場インフラの総
合的設計｣の研究成果の一部である｡また,本論文は2011年度日本学術振興会科
学研究費補助金の若手研究(B) ｢キャパシティ制約型サービス産業における顧客価
値マネジメントの研究｣ (研究課題番号: 21730380)の研究成果の一部である｡
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